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臨時国会召集(10月1日) 尖閣諸島沖、漁船衝突事案について(10月9日)

武正公一、地域主権調査会長に就任(10月5日)

　衆参の本会議が１日午後開かれ、菅直人総理
が所信表明演説し、「『有言実行内閣』の出発。
これまで先送りしてきた重要政策課題の実行」
であるとして、先送り一掃を宣言しました。
その課題として、「経済成長」、「財政健全化」、
「社会保障改革」の一体的実現を挙げ、その前
提として「地域主権改革の推進」、国民全体で
取り組む「主体的な外交の展開」の五つを挙げ
ました。
　経済成長では「供給者本位から消費者目線に
転換することが必要」とし、政府が先頭に立っ
て雇用を増やすとしました。

　9月7日の事案発生以来、「領土・領海を守る。国民の生命・
財産を守る」政府の姿勢が問われています。一方、戦略的互
恵関係である日中関係のあり方についても、特にレアアース
の中国からの輸入等の経済関係をめぐり、問われています。
　尖閣諸島については武正公一は2006年2月以来、固定資産
税評価、センカクモグラについて取り上げてきました。日本
固有の領土である尖閣諸島については国内法に則って、静か
に対応していく必要があります。

　民主党政策調査会は５日夕の役員会で、地域主権調査会
（会長・武正公一）を設置することを決めました。国のひも
付き補助金を自治体が自由に使えるようにする一括交付金化
などを検討したり、国の出先機関の予算配分を見直します。
特に政府の地域主権戦略会議（上田埼玉県知事もメンバーの
一人）や各省各庁の政務官を集めて行う会議との連携を進め
ます。武正は、「菅首相が所信表明演説で示した重要政策の
ひとつであり、党内の議論をリードしていきたい」と決意を
述べました。
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10月以降の当面の国会日程(予定)
10月～

1日

3～5日

6～8日

12～15日

19日～

25日メド

28～30日

11月
上旬

11～12日

召集。首相の所信表明演説

首相、ASEM出席（ブリュッセル）

衆参両院で代表質問

衆参予算委員会

法案審議開始

今年度補正予算案提出

ASEAN首脳会議,東アジアサミット
（ハノイ）

補正予算案の衆院通過

G20サミット（ソウル）

3段構えの経済対策の第二弾、補正予算案骨子閣議決定(10月8日)

ステップ１

円高、デフレ状況に対する
緊急的な対応

予備費を活用した
約9,200億円の経済対策と
規制・制度改革の前倒し

ステップ２
今後の動向を踏まえた

機動的な対応

ステップ３

平成23年度の対応
－新成長戦略の本格実現－

平成23年度での本予算で、
「元気な日本復活特別枠」の
活用と規制・制度改革の

さらなる推進
必要に応じて

国庫債務負担行為活用を含め、
補正予算の編成

2011年通常国会での
審議を経て、実施

済
臨時国会での

約５兆円の補正予算

3段構えの経済対策のイメージ

　政府は８日の午前の閣議で、2010年度補正予算案で「円高・デフレ対応のための
緊急総合経済対策」を決定しました。対策は５兆500億円規模。地方の公共事業財
源などに使える約3500億円の「地域活性化交付金」の創設や、日中関係の緊張で輸
出が滞ったレアアース（希土類）の安定確保策などを盛り込みました。新卒者就職
支援策や中小企業の資金繰り対策などで雇用創出や景気の下支えを行っていきます。

　下図のイメージのように9月10日に閣議決定した第一弾では円高、デフレ対策を
行いました。この臨時国会での約5兆円の補正予算は3段構えの経済対策の第二弾、
第三弾は来年度予算として切れ目のない経済対策を行っていきます。

　

2010.10.8(金)
埼玉新聞朝刊より
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